
IV．教育・研究体制

　戦後の日本における地学分野の教育・研究体制
は，新憲法の規定する民主主義，地方自治，男女
平等，学問の自由等の諸原理，それらに基づく
1947（昭和 22）年の教育基本法・学校教育法の
体系によって大きく変貌した。とりわけ新制高等
学校・大学一般教育で「地学」「人文地理（学）」
の学科目の成立したことは特筆すべき出来事であ
る。ここでは教養部の制度化など，新制大学成立
にともなう組織上の問題が整理されてくる 1960

年代半ば（昭和 40年前後）までを一応の目安と
して記述の対象とする。これは，高校必修地学履
修者が大学に入学する時期でもあった。

　1）初等・中等・高等教育の概要
　戦後の教育制度改革による新学制が発足するま
での数年間は，戦前の学校制度の枠組みで教育が
再開・続行された。すなわち，初等教育では国民
学校初等科，中等教育では国民学校高等科と旧制
中学校，師範学校，青年学校，高等教育では旧制
高等学校，大学，専門学校が，それぞれ，1947

年に小学校と新制中学校，48年に新制高等学校，
49年に新制大学が発足し，移行し終えるまで続
いた。この旧制度については「日本地学の展開」
〈その 1〉で記述したが（日本地学史編纂委員会, 

2000），各項目の冒頭で簡単に振り返ったうえ
で，新制度下における地学関係の教育の概要を述
べる。なお教育関係の一般的記述は主として『学
制百年史』（文部省, 1972）と『日本近代教育百
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年史』（国立教育研究所, 1974）による。50年の
社会教育法や文化財保護法，翌年の博物館法の成
立によって，社会教育の分野においても地学関係
の研究者が出現するようになるが，これについて
は別に科学博物館の稿を準備しているのでそこで
触れる。
　すでに米国は，第 2次世界大戦中の 1944年
1月，ワシントンに設けられた戦後計画委員会
（PWC: Post-War Program Committee）の極東地
域委員会（Far East Area Committee）において
対日占領政策の検討を開始し，7月には部局間日
本委員会（Inter-divisional Japanese Committee）
で政策文書「日本軍事占領下の教育制度」をまと
めた。国務省による決定は 11月 6日で，日本で
生まれ育ちハーバード大学で文化人類学を専攻し
た文化協力課のボールス（G. T. Bowles）が参加
していた。彼は 45年 7月 30日付の「極東にお
ける政治的軍事的諸問題—降伏後の日本帝国の軍
政・教育制度」を起草し，対日教育使節団派遣に
も大きな役割を果たした（久保, 1994）。
　ポツダム宣言受諾・無条件降伏から半月後の 9

月 1日，文部省は戦時教材削除を指示，15日に
は「新日本建設ノ教育方針」を発し科学教育の
振興を唱えたが，その 5日後に連合国軍最高司
令官総司令部（GHQ/SCAP）の命令が発せられ，
教科書の軍国主義的な部分の「墨塗り」が行なわ
れることになった。地理教材はもちろん理科教科
書もこれを免れ得なかった。GHQ はさらに 9月
22日，民間情報教育局（CIE）を設置して教化・
教育政策の実効ある展開を目指した。1カ月後に
政府に対して「日本教育制度ニ対スル管理政策」を
通達し，年末には修身・日本歴史・地理の授業停止
と教科書の回収・破棄，新教科書の作成を指令し
ている（地理は暫定教科書により翌年 7月再開）。
　1946年 3月の第一次米国教育使節団がもたら
した教育思想は当時の日本にとって斬新なもので
影響力を持った。文部省は同年 5月 15日に「新
教育指針」を発表し，「科学的教養の普及」を含
む人間尊重の教育理念を示した。使節団来日時
に組織された日本側教育家委員会（委員長，南原 

繁東大総長）の委員の多くは，8月官制の公布さ

れた教育刷新委員会の委員となり，戦後の新学制
の設計に携わった。同年末には 6・3・3・4制が
決定され，翌 47年 3月に教育基本法，学校教育
法の公布を見，4月から新制小学校・中学校が発
足，9年制の義務教育を形成した。
　1．初等教育
　〔小学校〕
　1941年に設置された国民学校の教育内容は，
「国民科」「理数科」「体錬科」「芸能科」「実業科」
の五つの教科に集約された。このうち実業科は国
民学校高等科のみの教科である。地理は国民科に
含められ，理科は算数と並んで理数科の一科目を
構成した。地理的内容は，第 4学年に「郷土ノ
観察」，第 5学年以降は「地理ノ大要」が設定さ
れている。理科は「自然ノ観察」として初めて第
1学年から導入され，第 4学年から「理科一般」
となった。高等科においては，産業や国防，災害
防止，家事に関する事項も加えられている。しか
しながら，44年以降戦局の悪化にともなう学童
疎開などで通常の教育活動は阻害されていった。
　新制小学校の教育内容については，1946年 11

月に GHQが文部省に「コース・オブ・スタディ」
の編集を指令した。『学習指導要領・一般編（試
案）』として公にされたのは翌年 3月であり，各
教科についての要領が刊行されたのは 5月以降
であった。国民学校の学科は再編されて，地理は
新しくできた「社会科」に含められ，理科は独立
教科になった（奥田, 1985）。
　「青少年に社会生活を理解させ，その進展に力
を致す態度や能力を養成すること」を任務とする
社会科は，社会生活に関する諸問題を中心とす
る作業単元を軸に，地理的・歴史的・公民的内
容を融合的総合的に学習させることを意図した。
これは GHQ の小学校担当官ハークネス（K. M. 

Harkness）がバージニア州出身で，同州で採用
されていた生活単元方式を採ったからである。た
とえば，第 1学年の 5番目の問題では「私たち
は旅行のときどんなことを心得，どんなことをす
る必要があるか」と問いかけ，以下「学校や道路
上のいろいろな地点で東西南北を見わける」など
25項目の関連する学習事項が列挙されている 
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（岡津, 1969, 5⊖129; 学習指導要領データベース
作成委員会, 2007）。
　こうした単元学習主体の経験主義的カリキュラ
ムは理科においても見られた。1947年 5月 22日
付の認可がある理科編（試案）を見ると，第 1～
第 3学年は「動物の生活」「植物の生活」「空と
土の変化」「機械と道具のはたらき」の 4単元構
成で，自然誌と技術誌の内容を配置している。こ
の中で地学の内容を含む「空と土の変化」では天
文・気象や，石・土・流水の作用といった諸現象
に目を向けさせている。さらに第 4，第 5学年で
四季の天気を，第 6学年で川の水や土の生いた
ち，砂と石，海，金属などを扱うとしている。な
お教材の多くに国民学校初等科の理科教科書から
の流用が見られるのは注目に値する。これは，旧
課程における自然の観察や生活科学的な着眼自体
は戦後の生活単元学習理科と親和性を持っていた
ことを示唆するものである（板倉, 1968）。
　1951年の学習指導要領改訂でも，この傾向は
大して変わらず，教授上の負担と学力低下の批判
から次第に再考を余儀なくされていった。日本教
職員組合（日教組）が教育研究活動を運動方針に
取り入れたのは 50年であり，翌年から全国教育
研究大会が始まり，55年には理科分科会が発足
している。議論をリードしたのは，54年に結成
された科学教育研究協議会（科教協）で，近代科
学の成果である科学の体系を教えない理科教育で
は科学教育ではないと主張した（田中, 1955）。
　おりしも戦後復興が軌道に乗り，経済発展を支
える人材育成が課題となる時期になっていた。
1953年に理科教育振興法が成立し，58年の学習
指導要領改訂のときには学問体系に沿った系統性
が重視されるに至った。もっとも小学校では，自然
科学的な事実や基礎的な原理を理解するといった
文言が付け加わった程度で，大きな変化は認めら
れない。しかしこの改訂から，それまでの学習指
導要領にあった「試案」の文字が消え，文部省告
示として法的な拘束力が付与されるようになった。
　2．中等教育
　1935年設置の教学刷新評議会が翌年 10月に
出した答申に基づくカリキュラム再編成は，中等

教育から導入された。国体明徴の観点から，修
身・公民・国語漢文・歴史および地理で見直しが
大きかった。理科教育は「物象」と「生物」の 2

科目に集約され，鉱物学などの地学的事象は前者
で扱われるようになったが，高学年での履修に
限られ，藤本治義ら関係者は地質学鉱物学教育
振興の必要性を訴えた（藤本・牧野, 1963; 大森, 

2000）。戦争末期に向け文部省は科学の英才教育
を目論み，44年 12月の「特別科学教育研究実施
要綱」に基づいて翌年から高等師範学校の付属校
で開始した。東京高等師範学校附属中学校の場合
には 45年 1月から 47年 3月にかけて第 1期生
から第 4期生まで教育がなされ，のちに地学研
究者となった徳山 明が 3期生，久城育夫が 4期
生にいた（佐々木・平川, 1995）。他方，45年 1

月には軍事科学用の中等学校向け教科書が作成さ
れている。これらのなかには『（軍事科学）気象』
が含まれていた。
　〔中学校〕
　戦後の教育改革で小学校から全員の進学する 3

年制中学校が義務教育として創設された。旧制中
学校の多くは 1948年度から発足する 3年制の新
制高等学校に衣替えし，ここに前後 3年ずつに
分かれた新制中等教育が成立する。単線型学制の
要の位置を占めるものであったが，校舎等の施
設，そして何よりも教員の圧倒的不足のため多難
な船出を余儀なくされた。
　1947年の学習指導要領によって初期のようす
を見てみよう。GHQの中学校担当官はミズーリ
州出身のオズボーン（M. L. Osborne）でヴァー
ジニア流の生活単元方式を採らず，社会科の枠内
ではあるが，地理教育の系統性は確保させてい
た。社会科は各学年とも 6単元構成で，地理的内
容は第 7学年（中学 1年）に 3単元，第 8学年 

（中学 2年）に 5単元置かれた。たとえば，第 7

学年の第 1単元は「日本列島は，われわれに，ど
んな生活の舞台を与えているか」という名称で，
郷土の自然環境および産業の発達状態，日本列島
の地理的位置と文化の発展，日本列島の地勢環
境，気候，国土の開発と一通りの知識が得られる
ようになっている。さらに単元 4では「いなかの
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生活」，単元 5では「都市の発達」という展開が
用意されている。また第 8学年では，世界の農
牧生産，天然資源，近代工業，交通機関の発達，
自然災害の単元が作られた。ただし，都市や工
業，交通の発達は歴史の学習との関係を考慮する
必要があった（中川, 1968, 54⊖56; 岡津, 1969, 

132⊖158）。
　米国教科書からの翻訳調が非難されて，1951

年の学習指導要領では単元学習ながら，中学 1年
で地理分野の「われらの生活圏」，中学 2年では
地理と歴史にまたがる「近代産業時代の生活」に
整頓され，日教組からも評価された。55年の改
訂では，単元学習方式は真っ向から否定され，代
わって分野学習が前面に押し出され分野独自の目
標が社会科の枠組みの中で明示された。これらは
「日本の諸地域」「全体としての日本」「世界の諸
地域」「全体としての世界」「郷土」の 5項目に
まとめられたが，地誌的要素の増大と都市問題・
農村問題・自然災害への配慮不足が指摘された。
58年には地理は原則として第 1学年で「郷土」
の学習から始まると告示され，愛国心・愛郷心の
強調と併せて，社会的問題に取り組む発想の放棄
が懸念された（中川, 1968, 59⊖60; 班目, 1977）。
　一方理科では，第 7学年の単元として，空気
や水が取り上げられ，前者で呼吸，空気の重さ，
気圧，郷土の気候，気象の変化が，後者で井戸の
分布・深さ・水量・水温・水質の調査が扱われて
いる。第 8学年では，海や土，地下資源の単元
があり，地下資源の中で鉱物標本や地球の歴史が
登場する。第 9学年には天文の初歩の解説があ
り，星の伝説や天文学史にも言及している。
　学力低下への批判が生じた後の 1958年の『学
習指導要領』では，理科は物理学や化学の基礎的
内容を学ぶ第 1分野と，生物学や地学に加えて
科学の応用について扱う第 2分野に分割された。
たとえば中学 3年では「化石や地質構造からわ
かった地質時代の変遷，生物の進化の事実とその
説明および生物の系統と自然分類について指導す
る」として，地表の歴史，生物の進化，生物の系
統と分類がやや詳しく取り上げられている（学習
指導要領データベース作成委員会, 2007）。これ

は戦前の「物理及化学」「博物」2科目体制への
回帰とも取れるが，量的にみて地学関連教材が全
体の 4分の 1を占めるようになり，指導要領の
拘束力とあいまって中等教育における地学教育の
定着に寄与した。
　〔高等学校〕
　新制高校においても社会科は地理・歴史・公民
に代わる教科として登場するが，その学習形態は
小中学校とは違っていた。第 1学年では必修の
統合教科「一般社会」を置き，第 2・第 3学年で
は選択科目として「人文地理」「東洋史」「西洋史」
「時事問題」の 4科目（各 5単位）が課せられ，
そのうちから最低 1科目を選んで修得すること
に定められた。『学習指導要領社会科編（II）（試
案）』では，「人文地理」の目標として「人間とそ
の環境の間に存在する相互関係についての理解を
発展させること」と述べている（学習指導要領デー
タベース作成委員会, 2007）。しかし実際の授業
展開の範例は代表的な教科書の内容に依存すると
ころが大きかった。
　石田龍次郎を中心とした人文地理委員会によっ
て執筆された『人文地理』（1）・（2）は，従来の
地誌中心主義をとらず，いくつかの重要な事象に
絞って，各方面から詳しく記述する体系的な記述
を目指した。項目は，自然の意味，集落，産業等
が選ばれ，終章に気候区による地域の記述が配置
された。「人文地理の考え方さえ十分に研究し会
得されるならば，ここに取り上げられている個々
の事柄は，たとえ忘れてもよい」という方針で，
社会科の一科目としての地理教育のあり方を唱道
するものであった。1951，56，60年と指導要領
の 3度の改訂を経ても，石田の「明治以来の暗
記的学校地理に対するわたし個人の反作用」と記
した方向は守られた（中川, 1968, 57⊖59）。だが，
他方では地誌や自然地理の軽視という弊も指摘さ
れ，60年の改訂では科目名が「地理」となり（「地
理 A」は 3単位，「地理 B」は 4単位，63年より
実施），内容的にバランスを取る方向に是正され
た（渡辺, 1960, 150）。
　一方理科においては，問題の多かった「物象」
が解体され，新たに「地学」が独立した科目とし



 284—　　—

て出現し，物理・化学・生物を加えた 4科目か
ら 1つ（5単位）を選択する形となった。しかし
実際には 1947年中につくられた暫定地学教科書
の内容は，戦争末期の 44年に公刊された「物象
5 第二類」を転用したもので，「気象」「海洋」「恒
星と天体」「地球」の大項目をもとに組織されて
いた。56年からは 3単位の地学も用意され，4

科目から 2科目以上選択するようになった。学
習指導要領で示された学習内容の枠組みは，「天
体」「地球の概観」「気圏」「水圏」「岩圏」「大地
の変化」「大地の成立」であった（関, 1982; 倉林・
竹越, 2004）。
　制度上は 4科目対等の形が出来上がったもの
のその内実は理想的なものといいにくかった。教
科書採択数から推定される高校地学履修者の数は
1952年の時点で 約 18万人，全生徒数の 10％に
過ぎず，57年には約 7万人に減って一段と低迷
した。59年初頭には全国高校長協会から地学廃
止論が浮上するに至った。鉱産・金属産業界始め
各種関連業界人など関係者は危機感を募らせ，石
炭協会を始め 20団体の文部当局宛て意見書など
多くの努力を生み，同年 9月の伊勢湾台風来襲
に自然災害に対応する必須知識という名分も加わ
り，60年 3月の教育課程審議会総会で「地学」
の存続が決定した。同年 10月『高等学校学習指
導要領』告示（四次改訂指導要領）において，物
理 A（3単位）または物理 B（5），化学 A（3）ま
たは化学 B（5），生物（4），地学（2）必修を決
めた。学問的系統性を重視し，必修単位数が倍近
く増えるという改訂のなかで，地学はようやく定
着への足がかりをつかんだ（村越, 1960; 日本地
学教育学会, 1966; 地学教育研究委員会, 1993）。
　他方，1957年のスプートニクショックに端を
発するアメリカの科学教育改革運動は地学分野
にも及び，63年にコロラド州を拠点に ESCP

（Earth Science Curriculum Project）が発足し
た。これは 60年代後半には日本に紹介され，賛
否半ばするなかでその後の地学教育に影響を与え
ることになる（都城, 1964; 亀井, 1969, 256⊖282）。
　3．高等教育
　中等教育を単線化した結果，その程度を超える

3年制以上の教育機関は，一律「大学」とされ，
新制大学として出発することになった。1948年
7月，CIEより国立大学の設置方針 11原則が示
され，従来の帝国大学など旧制大学に加え，旧制
大学の予科相当の旧制高等学校（3年制），中等
教育教員養成の高等師範学校（4年制），各種専
門学校（通常 3年制，医学は 5年制），さらに初
等教育教員養成の師範学校（本来中等教育〔高等
小学校〕3年で入学，4年制，43年から専門学校
並み）まで含めて，各都道府県に最低一つの 4年
制国立総合大学が設置されることになった。46

年 10月に大学設立基準設定協議会が CIE係官陪
席下に発足し，翌年 7月には大学基準協会へ発
展していた。帝国大学総長会議は 47年 9月，「帝
国」の冠称廃止を決議，10月から政令で国立総
合大学となった。
　新制大学は 1948年度に私立が認可されて先行
し，国立は翌 49年から発足した。大学数は一挙
に従来の 2.5倍の約 200校に増加した。新設さ
れた大学には，国立大学を中心に，教養課程に地
学・地理学教室が設けられていく。他方，大学の
運営においては教授会の自治が規定され，学長や
部局長，教員採用の公選制が導入された（海後・
寺崎, 1969; 大学基準協会年史編さん室, 2005）。
地学関係者では，松山基範（山口大学），山根 

新次（島根大学），高橋純一（信州大学），小倉 

勉（山形大学），遠藤隆次（埼玉大学）らが新制
度下で学長に選出された。
　大学院については戦後，博士と学士の間に学位
を創設することに関して議論があり，最終的に
1949年 4月に修士だけの課程も認められること
になった。大学院の整備は当初旧制大学に限ら
れ，また予算が付かないなど抑制的であったが，
60年代に入って理工系の修士課程を中心に急激
に膨張することになる（羽田, 1995）。大学教育
における地学・地理学については，一般教育の側
面（教養課程）と専門教育の側面（学部・大学院）
に分けて触れる。
　〔大学一般教育の地学・地理学〕
　1946年 3月の米国教育使節団報告は，日本の
高等教育機関の欠点として微弱な一般教育と早く
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てあまりに狭い専門化を指摘し，広い人文主義的
態度養成の必要を説いた（玉虫, 1960）。これは
教員養成の問題すなわち師範学校の再編成とも関
連していた。こうした動向に対応した教育刷新委
員会の議論の中から戦後の一般教育の計画が出て
くる。
　一般教育（general education）あるいは教養
課程のカリキュラムについては，1948年 1月に
大学基準協会の中に設置された一般教育研究委員
会が，社会科学・人文科学・自然科学の 3部門
に分かれて検討を開始した。「地学」は，自然科
学部門中に，天文学や物理学，化学，生物学，人
類学などと並んで，「人文地理学」は人文科学部
門中に同様に位置づけられ，翌年の開講に向けて
教育内容の検討から教科書づくりまでかなり速い
テンポで作業が進められた。たとえば，戦後長く
使われることになる朝倉書店刊の『地学概論』は
上巻（執筆者代表 日高孝次）が 49年 7月，下巻
（同 小林貞一）が同 8月に出版されている。
　一般教育は大学入学後 2年間に課されるのが
通例だが，これを実施する大学の部門の定着に時
間がかかった。それというのも各組織とも成立事
情や機能の未分化から，責任範囲や人事など運営
面で多くの問題を抱え，解決が容易でなかったか
らである。そのうちに，学芸大学を教育専修大学
として特化する動きが起こる。1958年中央教育審
議会（中教審）は「教員養成制度の改善方策につ
いて」を答申して目的大学化の方向を打ち出し，
66年には東京学芸大学を除く全国の学芸大学・
学部が教育大学・学部に名称変更した。旧帝大中
で唯一，師範学校を包括して教員養成課程を擁し
ていた東北大学から宮城教育大学が分離したのは
65年のことであった（TEES研究会, 2001; 東北
大学百年史編集委員会, 2005）。
　他方，大学からの要望を受け，1963年に国立
学校設置法が改正され，一般教育を担当する「教
養部」が大学の部局として法制化される。これと
表裏をなす形で，文理学部の文・理学部への再編
成も行なわれた。こうして 68年までに多くの国
立大学において，教育学部，教養部，文学部ない
し文系諸学部，理学部への再編が実施された。地

学教室の再配置もこのような動きの中で行なわ
れ，たとえば静岡大学では，教育学部，教養部，
理学部に分散した結果，連合して研究報告誌を出
版するような形を採った（農学部にも 51年から
農林地質学研究室があった）（土, 2004）。物理学
や化学，生物学等の分野に比べ，制度面の整備の
遅れが見られ，しばしば地質学会などを中心に条
件整備の要望書が関係各方面に発せられている。
　一般教育や教員養成課程における「地学」と「人
文地理学」の出現の経緯や教育内容，地学関係の
研究者の配置については節を改めて触れたい。
　〔大学における専門教育〕
　旧帝大の地学関係学科は，資源開発など戦時期
に増設された講座をそのまま残しながら，新制大
学へ移行した。初期の学生には廃校の決定された
海軍兵学校や陸軍士官学校など軍関係の学校から
転籍した者も見られた。
　最も古い東京大学では終戦の時点で，理学部
に地質学科 5講座，鉱物学と地理学各 1講座，
1941年発足の地球物理学科に 4講座，合計 11

講座，工学部の鉱山及冶金学科に鉱山学専修・冶
金学専修各 6講座，これに 42年より石油工学科
の 4講座が加わり，さらに同年発足した第二工
学部には冶金学科が設置されていた（東京大学百
年史編集委員会, 1987）。
　1951年に教養学部から新制 1期生を迎えるに
あたり，理学部は数学・物理学・化学・生物学・
地学の 5学科体制を採った。地質・鉱物・地理
の 3科を合わせて地学科とし，地質学・鉱物学
のコースと地理学のコースの 2課程編成とした。
地球物理学は物理学科の地球物理学課程となり，
その状態は 67年 4月に再度独立するまで続く。
　地質学第 1講座（岩石学）は坪井誠太郎，第 2

講座（古生物学・地史学）は小林貞一，第 3講
座（鉱床学）は渡辺武男，第 4講座（構造地質学）
は大塚弥之助，第 5講座（燃料地質学）は上床
国夫が教授であった。鉱物学科には伊藤貞市，地
理学科には辻村太郎がいた。坪井は 44年から農
学部の土壌学講座で農林地質学の講義も行なって
いた。坪井の退官後，55年 4月火山岩石学で知
られる久野　久が教授となった。その下で 58年
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4月より都城秋穂が助教授を務める。第2講座は，
小林が 62年 3月退官後，教養学部助教授木村
敏雄が教授で着任した。第 3講座は 68年に立見
辰雄が継いだ。第 3講座の渡辺の下には粘土鉱
物の須藤俊男が助教授でいた。第 4講座の大塚
は 50年 8月に死去し，52年 6月九州大学より
立岩　巌が転じ 55年 3月定年まで勤めた。その
後任は高井冬二で同年 7月教授に就任している。
第 5講座は 48年 11月まで工学部上床教授の兼
任であったが，坂本峻雄が教授になり堆積学研究
が始まった。61年 3月坂本退官後は，岩生周一
が後を継いだ。地質学の新制大学院は，55年に
6名の修士，58年に 3名の博士課程修了者が出
て以降，毎年修士は 4名程度，博士 2名程度を
生み出している。
　地理学分野では，地理学教室の辻村が 1951年
3月定年退官，その 2年のち多田文男が主任教授
となり，さらに教養学部人文地理学講座に木内
信蔵助教授，世界地誌学講座に園池大樹講師，経
済学部に除野信道助教授，東洋文化研究所地理学
研究室に飯塚浩二教授らがいた。これらを集め
て，53年以降，地理学専攻の大学院が開設され，
教育研究の結集が図られた。61年には自然地域
学講座が増設され，空中写真判読の体系化を進
めた佐藤　久教授が就任した。同年多田が退官， 
吉川虎雄が継いだ。一方，鉱物学教室は 60年か
ら定永両一が教授となるが，2講座に拡充される
のは 73年のことである。
　地球物理学科は戦後，地震学講座（松澤武雄），
気象学講座（藤原咲平），地球物理学第 1講座
（海洋学，日高孝次），同第 2講座（測地学，坪井 

忠二）で再出発した。1953年 8月，地球電磁
気学専攻の第 3講座が認められ，翌年 4月永田 

武が教授となった。永田はまた 64年発足の地球
物理研究施設長に就任した。この施設は，58年
より地球物理学教室の付属施設となっていた茨城
県新治郡柿岡町の地球物理観測所が整備されたも
のである。この間，地震学の教授は松澤から本多
弘吉を経て 66年浅田　敏へ，気象学は藤原から
48年正野重方（69年 10月 27日病没）へ，第 1

講座（海洋物理学と名称変更）は日高から 64年

吉田耕造へ，第 2講座は坪井から 63年竹内　均
へと移っている。竹内時代に同講座は「地球及び
惑星内部物理学」と称して，マントルの熱対流な
ど全球的テクトニクスに関係する分野にも研究領
域を広げた。
　工学部では 1946年 4月に鉱山学科と冶金学科
が分離し，51年には石油工学科が廃止された。
52年の時点での鉱山学科の教授は，青山秀三郎
（採鉱），上床国夫（石油地質），山口吉郎（選鉱），
西尾　滋（応用地質），水田準一（鉱山機械），
淵田隆門（物理探鉱）であった。一時理学部と兼
任していた上床の下には河井興三が助教授でい
た。64年，鉱業界だけでなく地下資源開発一般に
関する技術教育を行なうという趣旨により，資源
開発工学科と改称し，地熱や海洋開発まで射程に
入れることになる。冶金学科には 52年頃，吾妻
潔（非鉄冶金），小川芳樹（電気冶金），田中清治
（鉄冶金），三島徳七（金属塑性加工），五弓勇雄
（金属物性），志村繁隆（金属組織）らが教授でい
た。小川は日本鉱業会長も務めたが，59年 3月
27日にインド旅行での事故が原因で死去した。
第二工学部の冶金学科は 54年生産技術研究所第
4部に引き継がれた。冶金学科は 64年に 12講座
に拡充されたが，金属工学科に名称変更するのは
72年のことである。
　附置研究所であった地震研究所は，新制大学の
発足とともに東京大学の一部局として大学院教育
の一端を担うようになった。各地に観測所が新設
され，さまざまなテーマを掲げたプロジェクト研
究や共同研究が盛んに行なわれた。1949～ 65年
の間に職員数が 80名から 152名に倍増した（教
授数は 9名から 14名に）。河角　広，表俊一郎，
岸上冬彦，森本良平，那須信治，高橋竜太郎， 
萩原尊礼，力武常次，佐藤泰夫，丸山卓男，山口
林造，宮村摂三，横山　泉，津屋弘達，村井 

勇，金井　清，柴田雄次，木村健二郎，南 

英一，斉藤信房，島　誠，中村一明，笠原慶一，
松田時彦らが活躍した。
　1944年に設立された南方自然科学研究所は，46

年 3月立地自然科学研究所と改称，48年から 52

年の閉鎖までに 10号の報告を出版した。地下資源
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部に地質学関係で大塚弥之助，小池　清，鉱床学
関係で坪谷幸六，淵田隆門，島津　孝，また水産
部に地震と魚類の関係を論じた末廣恭雄がいた。
　日本学術会議で採択された要望書「海洋総合研
究所（仮称）設立について」を受け，1962年 4

月，東京大学海洋研究所が発足した。初代所長は
日高孝次で，最初は海洋物理部門（教授は日高，
64年から小倉義光）と海底堆積部門（奈須紀幸）
で出発したが，生物・水産の各部門や海洋無機化
学部門（64年設置，堀部純男），海底物理部門（65

年設置，友田好文）など次々に増設，75年には
15研究部門を擁する共同研究所が中野キャンパ
スに完成した。
　東北大学理学部には地質学古生物学教室，岩石
鉱物鉱床学教室に加えて，1945年 4月に地理学
講座が創設された。学科名は 49年 5月それぞれ
地学科地学第一，第二，第三と変更されて新制大
学がスタートした。（地学科地学第三は 53年に
地学科地理学と改称した。）地質学古生物学教室
は地質学（教授は青木廉二郎，のち岩井淳一），
東亜地質学（47年に地史学と変更，半澤正四郎，
のち畑井小虎），古生物学（浅野　清）の 3講座，
岩石鉱物鉱床学教室は 48年 6月編成替えして，
岩石学（高橋純一，のち石井清彦，57年 4月よ
り河野義礼），鉱物学（大森啓一），金属鉱床学
（渡邊萬次郎，55年退官後は竹内常彦），水成鉱
床学（八木次男）の 4講座とした。水成鉱床学
講座は，51年 8月に八木が死去後，しばらく加
藤磐雄だけであったが，民間から牛島信義を 60

年 1月に迎えて教授とした。64年に石油鉱床学
と名称変更している（東北大学百年史編集委員会, 

2005）。
　敗戦色濃い中 1945年 4月に設置された地理学
講座では，当初国防地理学なども講義されたとい
う。初代教授には，法文学部で経済地理学を講じ
ていた田中舘秀三が迎えられ，戦後は困難だが活
気に満ちた研究教育活動が開始された。終戦の
翌日から青森の浅虫臨海実験所に学生を引率，
小久保清治の海洋地理学の集中講義などを実施し
た。助教授に曾根　廣と田山利三郎が地質学古生
物学教室から加わった。46年 3月に田中舘が退

官して法政大学へ去ると，一時，岩石鉱物鉱床学
教室の高橋純一が兼担し，人文地理や河川地理学
を講じた。その後，台北帝大から引き揚げてきた
冨田芳郎が教授に就任，田邊健一が助教授となっ
た。海上保安庁水路部にいた田山が併任教授とし
て海底地形学を講じた（岡本, 1995）。地理学科
は 61年に 2講座に増えた。新制大学院は 53年
4月に理学研究科を設置し，その中に地学専攻を
設けている。
　東北大学ではすでに 1945年 1月地震学（教授，
中村左衛門太郎），地球電磁気学（加藤愛雄），気
象学（山本義一，着任は 46年 3月）からなる地
球物理学教室を設置していた。これら 3講座は
54年 2月天文学関係講座とともに天文及び地球
物理学科の構成要素となった。51年中村の後を
本多弘吉が，その十年後には鈴木次郎が受け継い
だ。戦後発足した農学部には水産学科に海洋学講
座が設けられ九州大学より松平近義が着任した。
また火山灰土壌研究を掲げた農林立地学講座には
内山修男と理学部から移った増井淳一がいた。
　工学部鉱山学科は 1944年に開設していたが，
仙台工業専門学校採鉱科を吸収し，50年 12月
鉱山工学科と改称した。新制発足時に 7講座，
そのうち第 1 講座・鉱物鉱床学（教授，鈴木 

廉三九，63年から早川典久）と第 7講座・炭田
油田学（江口元起）が地学系で，江口の下に堆積
学の庄司力偉がいた。61年資源工学科と科名を
改めた。なお，41年設置の選鉱製錬研究所は，
初代濱住松二郎所長の後を小野健二（電気製錬），
石原富松（非鉄金属製錬）が継ぎ，鉱石および鉱
床部門に竹内常彦，選鉱および選炭部門に和田
正美，鉱業分析部門に岡　好良らがいた。
　京都大学理学部地球物理学科には，地殻物理・
海洋物理・気象・応用地球物理の 4講座があっ
た。1957年に地球電磁気学講座が新設され 5講
座体制となる。学科開設当時からいた海洋物理
の野満隆治は 47年に速水頌一郎に後を委ね，66

年から國司秀明が継いだ。気象学は長谷川万吉
と滑川忠夫，65年からは山元龍三郎が担当した。
応用物理には佐々憲三がいて防災研究所の設立委
員となっていた。地球電磁気学では当初気象から
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移った長谷川に加えて空中電気研究の田村雄一が
加わった。37年に別府の地球物理学研究所と阿
蘇火山研究所が統合されてできた火山温泉研究所
は，59年再び分離，地球物理学研究施設と火山
研究施設となり，それぞれ拡充が図られた（京都
大学百年史編集委員会, 1997）。
　地質学鉱物学科では，第 1講座（物理地質学，
熊谷直一，のち 1962年から初田甚一郎），第 2

講座（岩石学，春本篤夫，61年から吉沢　甫），
第 3講座（燃料地質学のち地層学，槇山次郎，
61年から中澤圭二），第 4講座（鉱物学，田久保
実太郎），第 5講座（地史学，松下　進，66年退
官後は亀井節夫）の布陣であった。50年，大阪
市立大学に新設された地学教室に池辺展生や藤田
和夫らが移った。53年大学院理学研究科地質学
鉱物学専攻が発足したが，田久保が急逝し，有孔
虫の飼育実験をはじめた第 3講座の森島正夫も
60年に病没するなど困難な時期が続いた（中澤, 

2005）。
　文学部史学科の地理学講座では，1938年より
先史地理学の小牧実繁が教授を務めていたが，日
本地政学を唱導し戦後間もなく辞職した。翌 46年
には助教授の室賀信夫，講師の野間三郎，助手の
岡本信太郎も辞したため，一時，東洋史学の宮崎
市定が担当を兼ね，立命館大学から織田武雄を助
教授で迎えた。織田は 50年に教授となり，59年
助教授に水津一朗が就いてようやく研究教育体制
が整った。
　工学部の採鉱冶金学科は 1942年鉱山学科と冶
金学科に分離され，前者には石油工学，後者には
鋳造冶金学，軽金属冶金学講座が増設され，各 6

講座の体制となっていた。大正年間から行なわれ
ていた物理探鉱研究は 40年に物理探鉱学講座の
新設として実を結び，採鉱学の藤田義象が初代教
授となって活躍したが，47年から清野　武，55

年からは吉住永三郎が担当した。64年鉱山学科
は資源工学科に改称した。
　他方，1951年防災研究所が京都大学に附置さ
れ，災害の理学工学的基礎研究，水害防止の総合
的研究，震災・風災・火災および雷災防止軽減の
総合的研究の 3部門で出発した。第 1部門は理

学部系の速水頌一郎や佐々憲三，西村英一らが，
第 2，3部門は工学部系の矢野勝正や棚橋　諒が
主宰した。その後も，地すべり，耐風，海岸，河
川，地盤，地形土壌，砂防など各種災害を対象と
する部門を独立させて拡大を続け，62年の宇治
構内への集結を経て 71年までに 16部門に発展
させている（京都大学防災研究所二十年史編さん
委員会, 1971）。
　九州大学の地質学科は，第 1講座・地質学（教
授，今野円蔵），第 2・岩石学（杉　健一），第 3・
鉱物学（吉村豊文），第 4・古生物学（松本達郎）
が敗戦時の体制であったが，1949年 3月に第 5

講座・石炭地質学（松下久道）が増設された。さ
らに 65年第 6講座・非金属鉱床地質学（最初
吉村の兼任，白水晴雄を経て片山信夫）が加えら
れた。杉の 48年死去後は中国に留用されていた
北京大学教授冨田　達が，また今野の東北大学
への転出後は朝鮮総督府地質調査所長を務めた
立岩　巌が 49年教授に就任した。立岩は 52年
に東大に転出，後任にはフズリナ研究の鳥山隆三
が教授となり，第 4講座の松本と交代し第 1が層
序学担当講座となった（松本, 1984）。
　九州大学では，帝大時代の工学部に採鉱学科と
冶金学科があり，各 5講座であった。採鉱学科
の応用地質講座では鉱物学者の木下亀城が地質学
を講じ，1960年退官後は浅野五郎が後を継いだ。
また戦前より 58年まで，地方鉱産誌を編纂して
いた岡本要八郎が講師として鉱物学実験を指導し
た。38年本邦最初に設けられた物理探鉱学講座
では，地熱発電にも関心を抱いていた小田二三男
の後を野口　高が務めた。工学系の研究所として
生産科学研究所が 49年に設置され，その採炭お
よび選炭（60年炭田地質と改称）や地熱鉱床学
の部門で山崎達雄が炭田調査をしている。また
53年に理学部の付属施設となった天草臨海実験
所には軟体動物分類学の波部忠重がいた（九州大
学創立五十周年記念会, 1967）。
　北海道大学理学部地質学鉱物学教室は，1945

年 6月に石油地質学講座の新設を得て，5講座で
新制北海道大学に引き継がれた。その後，岩石学
（石川俊夫）・層位学（湊　正雄）・鉱床学（舟橋
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三男）・鉱物学（八木健三）・燃料地質学（佐々 

保雄）とまとめ直された（括弧内は 68年時点で
の教授）。一方，戦前から地球物理学講座の設置
が話題になったものの実現に至らず，52年の十
勝沖大地震の翌年になって地球物理学科が発足，
56年にかけて陸水学・地震学及び火山学・気象
学・応用地球物理学の 4講座が順次整備された。
工学部には設立当初から存在した鉱山工学科 4講
座に加え，42年に生産冶金工学科ができ（翌年
までに 4講座），52年には冶金工学科と改称して
存続した。また中谷宇吉郎の雪の研究で知られる
41年創立の低温科学研究所は，純正物理学・気
象学・生物学・医学・応用物理学・海洋学の 6部
門を擁する総合的な研究所であった。中谷を初
めとして，中野猿人，今堀克己，萩原 二，小林 

禎作，吉田順五，大浦浩文らがいて，積雪や人工
降雨の研究も行なわれた（作道・江藤, 1976）。
　伝統ある窯業科のあった東京工業大学では，
1932年に助教授になった末野悌六が地質調査所
に移った後，42年より山田久夫が東大の助手か
ら窯業学科の助教授に，また翌年 10月には岩井 

津一が助手になり粘土鉱物の研究を行なった。同
学科は地質鉱物学の講座を持っていたが，化学工
学科の一部となった後 60年には無機材料工学科
に改称している（東京工業大学, 1985）。
　戦前から 2つの地理学講座を擁した東京文理
科大学では，戦後 1947年に人文地理学の田中
啓爾が，49年に内田寛一が相次いで定年となり，
新制東京教育大学移行に際して東京高等師範学
校のスタッフを加え 4講座で再出発した。青野 

寿郎，石川（三野）与吉，幸田清喜，福井英一郎，
尾留川正平，浅香幸雄，町田　貞，山本正三， 
関口　武らがおり，63年には吉村信吉の弟子で
ある山本荘毅や市川正巳によって 5つ目の講座
として水収支論の講座ができた。他方，地質学鉱
物学教室が設置されたのは 42年 9月のことで，
45年 4月に秩父に疎開，藤本治義教授，柴田
秀賢助教授，牛来正夫講師という陣容で終戦を迎
えた。その後，新制の東京教育大学に移行し，53

年 3月に東京文理科大学は閉学した。地質学鉱
物学教室では他に，河田喜代助，須藤俊男，渡部

景隆，大森昌衛，菅野三郎らが活躍した（東京文
理科大学, 1955; 鈴木, 1978）。
　広島文理科大学の地学科地質学鉱物学専攻は
1943年に 2講座で発足し，今村外治が地史学を
梅垣嘉治が鉱物学を講じた。45年 6月に岩石学
の小島丈兒が加わり，48年には京城帝大教授で
朝鮮総督府地質調査所の技師を兼務していた木野
崎吉郎が鉱物学・鉱床学の教授として迎えられ
た。新制広島大学理学部地学科に移って 3講座
となり，53年には大学院が設置，57年地質学鉱
物学教室と改称され，地史・岩石・鉱物・鉱床の
4講座の体制が整った。地理関係は高等師範教授
に小野鉄二がいたものの文理科大に地理学講座は
なく，新制になって文学部史学科に 2講座確保さ
れ，下村彦一，米倉二郎，船越謙策，西村嘉助，
設楽　寛（教養部所属）らが教鞭を執った（広島
大学二十五年史編集委員会, 1977）。
　戦前の女子高等師範学校から昇格した，お茶の
水女子大学と奈良女子大学では，戦後，文学部
（お茶の水女子大学では 1950年 4月より文教育
学部）において自然地理・人文地理・地誌学の 3

講座制を目指して地理学講座の増強が図られた。
お茶の水女子大学では女高師時代から教授で
あった飯本信之が采配をふるい，58年地理調査
所から渡辺　光が入って後を継いだ。松井　勇
や，能登志雄，赤木　健らが教授を務めている
（「お茶の水女子大学百年史」刊行委員会, 1984）。
奈良女子大学では史学地理学科地理学専攻とし
て出発し，帷子二郎教授が主宰した。ここに立
命館大学から辻田右左男が助教授で加わり陣容
を整えてゆく（奈良女子大学六十年史編集委員会, 

1970）。
　以上のような従来型の研究教育体系に対し，旧
制最後の年 1948年に地球物理学や地球化学の領
域を一体化して地球科学科を発足させた名古屋大
学の試みは注目される。42年の理学部創立時の
委員であった柴田雄次が中心になり，化学の菅原 

健，物理の宮部直巳の協力を得，また柴田が兼任
する東京大学の同僚，友人の応援も受けて，構造地
質学（松沢　勲），地球化学（小穴進也），地球物 

理学（飯田汲事，島津康男），地史学（竹原平一）
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を迎えた。菅原の提唱した学際的な水圏科学研究
所は，当初理学部付属施設として 57年に水質科
学研究施設が設置された。そこにも小山忠四郎，
西條八束，磯野謙治，北野　康，樋口敬二ら実績
ある研究者が集まった。なお 48年 9月に発足し
た文学部史学科に地理学講座が増設されたのは
50年 4月のことで，井関弘太郎が講師として着
任した（名古屋大学史編集委員会, 1989）。
　大阪大学では，1933年に大阪工業大学から引
き継いだ冶金学科が終戦時 5講座を有し，その
後も拡充されていく。その一方で経済の発展にと
もなう産業界からの要請を受けて 61年より新機
軸の基礎工学部を発足させた。この中の物性物理
工学科に高圧物理研究室ができ，62年に京都大
学から川井直人が移って，地球内部の超高圧物理
学や古地磁気学を発展させた（大阪大学五十年史
編集実行委員会, 1983）。
　他方，大阪市立大学理工学部は，市立都島工業
専門学校を母体とし，応用地学の面で特徴を持つ
試みを行った。開学に 1年遅れて地学 2講座を
1950年に発足させ，京都大学助教授の池辺展生
を基礎地学，資源科学研究所の岩津　潤を応用
地学の教授とした。ここに藤田和夫，市原　実， 
笠間太郎，市川浩一郎，松本　隆，竹中準之助ら
が加わる。53年には大学院教育が始まり，同年
10月物理地学講座が増設され，斉藤行正が教授
に就き普川富一がスタッフに加わった。59年理学
部が分離，60年教養部に一般地学講座ができて
藤田が教授に就任した。法文学部の人文地理学教
室には，村松繁樹以下，岩田慶治や川喜田二郎，
水津一朗らがいた（大阪市立大学百年史編集委員
会, 1983）。
　旧制高校の再編成からただちに地学科や地理学
科が立ち上がった場合もある。たとえば金沢大学
は，北陸帝国大学設置運動の末に創立された経緯
もあり，理学部地学科は 3講座を擁し，珪藻土研
究の市川　渡が教授に就任し，短期間ながら存在
した金沢高等師範学校から移った絈野義夫が助教
授になった。法文学部では京都大学から移った野間
三郎が地理学の教授となっており，教育学部には
高等師範学校から転じた塚野善蔵や金崎　肇，さ

らに帝国石油にいた別所文吉が加わった（金沢大
学, 1960）。熊本大学では，旧制第五高等学校か
ら法文学部と理学部ができ，最初から地学科が 2

講座（結晶岩石学と地質学）あった。結晶岩石学
講座に熊本工業専門学校から松本唯一，福山賢蔵，
地質学講座に五高講師の天野昌久が移り，東北大
学から遠藤誠道，西　茂が着任した（熊本大学
30年史編集委員会, 1980）。岡山大学は旧制第六
高等学校を母体として法文学部に地理学教室が設
置され，京都大学より喜多村俊夫や河野通博が着
任した。彼らは，1950年ホール（R. B. Hall）が
所長を務めるミシガン大学日本研究所の分室が岡
山にできたのに対応して，学部横断的な瀬戸内海
総合研究会を組織し中心的な役割を果たすことに
なる。他方，理学部地学科は 50年に共通学科と
して発足，台湾総督府地質調査所長であった大江
二郎を教授に迎えた。また 51年放射能泉研究所
を温泉研究所に改称，地学研究者をスタッフに加
え，一時期坪井誠太郎が所長を勤めた（岡山大学
二十年史編さん委員会, 1969）。
　新潟高校を母体とする新潟大学の地質鉱物学科
には地質学の西田彰一と鉱物学の杉山隆二がい
た。西田は北大卒業後満鉄で調査に従事し，戦
後は北海道での調査活動から新潟大学に移った。
杉山は1959年に岡山大学温泉研究所に転出した。
また教育学部の各分校には，奥村信一，松崎
庚一，歌代　勤らがいた。64年の教養部発足時に
は北海道大学より長谷川美行が赴いている（茅原,  

2003）。島根大学の場合，旧制松江高校の理科地
質鉱物学科から山口鎌次が移籍して文理学部の教
授となり，ここに東北大より古生物学の西山省三
や鉱物学の北原順一が赴任して 1講座ながら陣
容を整えた。初代学長に 1947年 9月に地質調査
所長を退官した山根新次がなることで地学科の存
続が支えられた面も大きかった。山根は学長職な
がら，51年から 57年にかけて一般教育の地学概
論と専門課程での応用地質学の講義を担当した
（福田, 2000）。
　また師範学校の統合により成立した東京学芸大
学では，地理学に岩田孝三，社会科教育に尾崎 

乕四郎，地学に坪谷幸六，鈴木敬信，鹿沼茂三郎，



 291—　　—

池上良平らがいた（東京学芸大学二十年史編集委
員会, 1970）。同様に，横浜国立大学学芸学部の
地学には鹿間時夫がいて後進を育成した。このよ
うにいわゆる地方大学の地学・地理学関係部門の
成り立ちはさまざまであり，研究教育体制の成熟
度も差があったが，戦後盛んに行なわれた地域総
合調査において重要な役割を果たすなど，地域の
学術・教育の拠点となっていった。
　ところで，「地方大学」のなかでも特異な位置
を占める東京都立大学（現 首都大学東京）は，
東京都立高等学校など 6つの学校を母体とし，
1949年 4月創立した。当初地理学の教授は村田
貞蔵一人であったが，自然地域学と地形地質学の
講座を加え，61年に 3講座体制の地理学科を理
学部内に発足させた。さらにその後，都市地域
学，地誌学の講座ができ 68年には 5講座となっ
た。保柳睦美，矢澤大二，中野尊正，戸谷　洋，
貝塚爽平，前島郁雄らを集め，また金沢から野間 

三郎を迎えたりし，従来の地理学とは違った，自
然・人文・社会を含めた環境を総合的に研究教育
する場を目指した。なお化学科地球化学講座に
は，半谷髙久，西条八束がいた（東京都立大学事
務局企画調整課, 2000）。東京商科大学から改称
した新制一橋大学には，経済学部に経済地理の，
社会学部には人文地理の講座が新設され，それぞ
れ佐藤　弘，石田龍次郎が担当した。
　私立大学では，戦前から鉱山や地理の分野にお
ける教育で知られた早稲田大学と立正大学の場合
を中心に紹介しておくことにする。
　1909年に理工科を設置した早稲田大学にはす
でに理工学部採鉱冶金学科があり，49年新制早
稲田大学発足とともに鉱山学科と金属学科に分
離，44年に専門部工科に設置されていた鉱山地
質学科はここに吸収された。鉱山学科主任は半沢
冶太郎で中野　実が後を継ぎ，51年には大学院
を設置，61年資源工学科と改称した。一方，戦
前の高等師範部を母体として教育学部ができ，社
会科の中に地理歴史課程があったが，地学専修を
含む理学科が発足するのは 64年になってからで
ある。これらの部署にスタッフとして，大久保 

武彦（地形），竹内常行（人文地理），土田定次郎

（地史），大杉　徴（構造地質），鞠子　正（鉱床），
中村忠晴（地球化）らが着任した（早稲田大学大
学史編集所, 1989, 1990）。日本大学文理学部は
58年に発足した時に地理学科を有し，お茶の水
女子大学から招かれた飯本信之や籠瀬良明がい
た。ここに 62年から応用地学科が加わる。東海
大学海洋学部海洋資源学科が発足したのは 62年
で，須田皖次や星野通平が教授となり海洋学や海
洋地質学を教えた。
　立正大学は 1924年の大学昇格時から，宗教・
哲学・史学・社会学の 5学科を持つ文学部を設
けたが，地理学科は付設の専門部にしかなかっ
た。これは明治大学や法政大学，日本大学，駒澤
大学などでも同様で，高等師範部の場合もあった
が，中等学校教員資格取得が狙いであった。戦
後，47年に田中啓爾が東京文理科大学を退官後，
立正大学に本拠を移し積年収集の蔵書・地図も寄
付（田中啓爾文庫），本格的に地理学の研究教育
の牙城とした。55年には大学院修士課程に地理
学専攻ができ，自然科学から社会科学分野に及
ぶ総合的な地域研究の体制を整えていく（大学史
編纂委員会, 1992）。立命館大学には私学として
は古くから地理学科があり，戦後，岡山大学から
喜多村俊夫，奈良女子大学から辻田右左男が
移った。なお理工学部には地質学の江原眞伍が
いた。法政大学では田中舘秀三，明治大学では
岡山俊雄，立教大学では飯塚浩二らが教鞭を執っ
た（日本地理学会, 2000, 249）。
　このほか，秋田鉱山専門学校は新制の秋田大学
鉱山学部になり，1948年に発足していた地下資
源開発研究所とともに，55年採鉱学・鉱山地質
学の 2課程を設け，60年には各学科が独立，65

年には修士課程が設置された。教授には大橋 

良一，丹　桂之助，加賀谷文次郎，藤岡一男，
井上　武らがいた。また 1909（明治 42）年設立
の全国唯一の 4年制であった明治工業専門学校
は，九州工業大学に昇格し，その採鉱冶金学科は
秋田同様の発展を遂げた。後に九州大学を出て山
口大学に勤めた松本 夫は 45年の卒業，渡米し
て著名な竜巻の研究者となった藤田哲也は物理教
室にいて原爆被害調査に従事している。他方，水
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産講習所は戦後東京水産大学（現　東京海洋大
学）となり，新野　弘や宇田道隆が海洋学関連科
目の教鞭を執った。新野は海洋地質学を開拓する
（日本地質学会, 1953）。
　1922（大正 11）年設立の中央気象台附属気象
技術官養成所は，43年千葉県柏に移転し，畠山
久尚が主事の時に終戦を迎えた。その後学制改革
にともない学生募集を止め中央気象台の研修所と
なったが，59年に運輸省所管の気象庁気象大学
校として改組が行なわれ 2年制の部の学生募集
が開始され，さらに当時の大学校校長大谷東平の
尽力で 64年には 4年制の部が立ち上がった（気
象大学校校友会, 1963）。
　2） 特に新制高校・大学教養課程の「地学」「人

文地理（学）」について
　「終戦以来約 5年間の日本の地学教育の転換は，
明治 5年の学制発布以来，百余年の教育史上で
斯学の経験した最大かつ最も本質的な革新であっ
たといっても過言であるまい」と，この時期の改
革を推進した地質学者の一人小林貞一が振り返っ
ているが（小林, 1979, 137），確かに，多くの問
題をはらみながらも，新制高校と大学の教養課程
において「地学」というカテゴリーが教育制度上
成立したことは，重要な意味を持った。一方こ
れと表裏をなすようにして，新制高校の社会科
と大学教養課程の人文科学もしくは社会科学で
「人文地理（学）」が登場してくる（日本地理学会, 

2000, 248⊖252）。そこでここに一節を設けて，
これらの成立の経緯や，カリキュラム，教科書，
教授者養成の問題について補っておく。
　〔地学科の成立へ向けて〕
　旧制中学校の科目「物象」への不満から，戦後
いち早く 1946年 2月には地学関係有志が文部省
に意見書を提出，中学校や師範学校の理科教育で
地学科を独立させ，国民学校の理科で地学教材を
増やすことと，文部省に地学専門家を入れること
を要望した。こうした内容はかねてから東京文理
科大学の藤本治義が主張していたことであった。
さらに 3月 9日に学術振興会に第 93（地学教育）
小委員会の設置が決定され，6月 14日第 1回会
合を開き活動を開始した。委員長加藤武夫以下

30名の委員が 5研究班を組織，それまでの地学
教育の状況を，国民学校から大学，社会教育に至
るまで調査したうえで，「地学科」の独立を提言
しようと申し合わせた。その構成員には地質，鉱
物，地球物理，地理，地球化学など地学関係の専
門家だけでなく，教育学者や現場の実際家（教
員）も含まれていた。11月には「主として地学
（地質学，鉱物学，自然地理学を含み地球物理学，
地球化学等の関係学科に亘る）に関する小論文，
雑録，教材の研究を収録して中等学校卒業程度の
教養ある一般人士に提供し，国民一般への地学普
及を目的とする」（加藤武夫による創刊の辞）『地
球の科学（Earth Sciences）』が目黒書店から発
刊され（月刊，48年 1月より季刊），この小委員
会の委員による報告が掲載されて活動のようすを
伝えた（小林, 1979; 渡部, 1996）。
　一番の問題は，さまざまな意味で使われてきた
「地学」の範囲をどう定めるかということであっ
た。戦時中，すでに旧制高校教授要綱において，
博物科が生物と地学に分かたれるようになってお
り，地理は「経国科」の中に経済や政治とともに
見出される。戦後1945年11月26日，当局は「終
戦に伴う新時態に即し」学科目の取り扱いに工夫
を促し，翌 4月の改訂で博物科に代えて生物科
と地学科を独立させた。さらに 46年 12月 12日
発学 553号「高等学校高等科教授要綱草案（案）」
では，物理，化学，生物，図学とともに「地学
科」が現れ，「地学科は地殻を構成する主要な物
質について正確な知識を与えると共に汎く地球各
部分の性質及び一般の地学的現象を理解せしめる
ことを要旨とする」と規定する。なおこの時点で
「社会科」の名称も見えるが，先述の経国科を置
き換えたものに過ぎず，内容は政治，経済，地理
を含む点で変り映えしない（旧制高等学校資料保
存会, 1981）。
　以上のような経過を踏まえて，地学科の教育上
の一科目としての性格づけが固まっていった。小
林による旧制高校地学科担当教官の意見が示す教
授要綱によれば，「地学の範囲を広く取る可し」
として天文・自然地理・気象・海洋・陸水・暦
学・地球物理・地球化学・人類・考古学を組み入
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れている（小林, 1947）。この意見に見られるよ
うな教授内容が新制高校の「地学」の骨子を形
作っていき，1947年の「学習指導要領」から翌
年の「要項」に反映されたとみられる。
　なお以上の経緯の中で地理学の扱いは，自然
科学の一分野としての自然地理学がより広い「地
学」に含まれるという観点を採っている。これは
地理学固有の体系という視点からは批判の対象と
なり得る。地理学者の石田龍次郎はこの地理学の
「分散」状態を見て，理科の「地学」は「占領軍
総司令部の指示の Physical geography を自然地
理とせず，日本側でエルドクンデとして，十九世
紀そのままのものを再現し，天文・気象・海洋・
地質・鉱物等を取り扱っている」のだと述べた
（石田, 1958, 82）。1948年に GHQの招きで来日
した米国人文科学顧問団中には，地理学者のトレ
ワーサ（G. T. Trewartha）がいて，地理学教授
が理学部や文学部，経済学部，農学部等に分散す
ることの不合理を指摘していた。また当初京都大
学では文学部に，東京大学では理学部に地理学講
座が設けられたという歴史的経緯もあり，地理学
科は西日本では文学部に，東日本では理学部に置
かれることが多いという制度的なねじれ現象も見
られる。学問の体系と教育上の科目との相克はそ
の後も地学・地理学の教育・研究の変遷に影響を
与えていく。
　〔大学教養課程の形成と地学・地理学教育〕
　1946年 10月 29日大学設立基準設定協議会
（のちに大学設置基準設定協議会）の第 1回会合
が持たれ，翌年 6月 17日までに基準案と大学基
準協会定款案をまとめた（大学基準協会十年史編
纂委員会, 1958）。これに沿い各教科目の教授内
容の細目が検討された。47年 12月 5日の教育刷
新委員会における務台理作の発言に次のような
箇所があって，当時の検討状況がうかがわれる。
務台は，大学基準協会での議論を紹介して，心理
学や家政学を自然科学関係に入れるという話の後
で「それから地質学は，これは質を取りまして地
学といたしまして，これは自然学 ［ﾏﾏ］ 関係の人
がいろいろ意見を述べまして地質学を地学とした
方がいい，地学とすれば自然地理学もその中に含

まれることになる。地質学，自然地理学を一緒に
して地学と呼ぶ，こういうことで地学ということ
になりました」と述べている（日本近代教育史料
研究会, 1997, 411）。
　1948年 1月 15日の政令第 11号により大学設
置委員会の設置が決まり，45名の委員が任命さ
れた（のち 50年 8月に大学設置審議会となる）。
同時期，第 1次の一般教育研究委員会が発足し，
社会・人文・自然科学の 3部門委員会を東京地
区と関西地区で開催した。地学関係では，東京地
区小委員に小林貞一，正野重方，関西地区小委員
に槇山次郎の名が見える。ここで教養課程におけ
る地学のコースプランについての議論が進んだ。
　だが実際に教授可能なプランが作れるのか問題
であった。大学基準協会の資料を見ると，「学課
改正に際して文部省では〔新制高校地学の〕教育
の体系として天文学もその中に含めて生物学と対
立せしめた。かかる広汎な教養の地学は社会科の
重要な基礎学である」とし，「専門教育は別問題
として，一般教育としては大学に於いても四本立
ての構想が適当」と強調している（大学基準協会 , 

1949, 184⊖185）。ところが実際には「天文学」は
別にコースプランがあり，地学も「地学（大地の
科学）」と「地学（地球物理学）」の 2案並立となっ
ている。教え難さの解決案として，翌年の基準協
会資料では，地学には「地物を主とする地球の科
学」「岩鉱を主とする地殻の科学」「地質古生物を
主とする地史的科学」「人間生活の場として地球
を見た自然地理学」の 4分科があるとし，地物
主体，岩鉱＋地史主体，自然地理主体の 3案を
提示する（大学基準協会, 1950）。
  しかし教科内容の検討は，地学の新たな重要性
を認識させた点で注目される。上記の大学基準協
会資料によれば，地学は「本来地球の科学の略
称」で「旧制高校の地学は地殻の科学を中心とす
る地球の科学であったが，新制高校の地学ではこ
れに天文学を加えた天地の学である」とし，「文
化人を養成する教養学科としての重要性」を主張
する。さらに日本の国土は「多くの天恵も受けて
いるが，又天災も多い事を考えると，…基礎的教
養として，地学はわが国の大学の一般教育上殊に
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重要」であり，かくして「諸自然科学のみならず，
数学，哲学，社会，人文の諸学との相関において
把握した教養の地学大系はまさに創造の途上にあ
る」ときわめて野心的ともいえる見識を示している
（大学基準協会, 1950, 25）。
　実際の教科書を見てみよう。先に掲げた朝倉書
店の『地学概論』下巻の「はしがき」は「戦後の
学制改革に際し，大学の一般教育に至るまで，物
理・化学・地学・生物学 4本立の構想で組立て
られるに至ったことは誠に喜ばしい」と，基準協
会資料の文言をほぼ繰り返し，学習の意義を強調
している（日高・小林, 1949, i）。ほかに主要な
教科書として，畠山久尚ら著『宇宙と地球：新し
く書かれた地学』（中教出版, 1950），鈴木敬信が
代表の大学自然科学教育研究会地学部門委員会
編集『大学の地学：教養課程』（教学社, 1953），
東中秀雄が京大での講義をまとめた『物理地学』
（朝倉書店, 1955），東大教養学部での経験を生か
した岩生周一と木村敏雄の『地球の進化』（創元社, 

1958）や片山信夫編『地学の教養』（岩崎書店, 

1964），広島大学の小島丈兒・長谷　晃・多井 

義郎による『大学一般教育 地学教科書』（共立出
版, 1966），東京教育大学の福井英一郎編集にな
る『地学：大学教養　上下』（森北出版, 1967）
などがあり，実験書として，坪谷幸六・鈴木敬信
編『一般地学実験』（朝倉書店, 1957）が現れた。
　他方人文地理については，田中啓爾『地理学の
本質と原理』（古今書院, 1949），飯塚浩二『人文
地理学』（有斐閣, 1950），野間三郎・松田　信・
海野一隆『地理学の歴史と方法』（大明堂, 1959），
宮川善造・田辺健一『環境の科学としての地理学』
（大明堂, 1964），水津一朗『社会地理学の基本問
題』（大明堂, 1964），木内信蔵『地域概論—その
理論と応用』（東京大学出版会, 1968）などが挙
げられる。学説史の教科書では，野間三郎『地理
学の歩み』（古今書院, 1962）が整っている。さ
まざまな課題はあったが，「戦前とは比較になら
ないほど地理学の講座が拡充され，専門課程・教
職課程・一般教育課程というようにいろいろの形
態で」大学における地理学教育が遂行されていっ
たのは確かである（辻田, 1959, 450）。

　実際に教育を担当したのはどのような人々で
あったのか地学分野を中心にいくつかの例を見て
おこう。
　東京大学の場合は，第一高等学校と東京高校の
教員が教養課程を担当することになり，南原総長
のもと最初から学部組織として独立させることを
決定（1949年 4月 26日），矢内原忠雄が初代の
教養学部長となった。51年には後期課程である
教養学科が設置され，55年に専門課程である人
文地理学分科ができて木内信蔵や西川　治らが基
礎作りをした。ここに理系の基礎科学科が加わる
のは 62年のことである。教養学部の自然科学科
中にあった地学科では，地質調査所から来た鉱物
学の片山信夫と台北から帰国した岩石学の市村 

毅が教授になり，助教授には後に南極調査隊長を
務めた金属鉱床学の立見辰雄，非金属鉱床学の湊
秀雄が，助手には堀　福太郎，佐藤　恭，高野
幸雄や小西健二，伊藤和明，中村一明らがいた。
ここに天文学の小尾信彌が加わる。市村のあと
は岩生周一が継いだ。地学教室は 1971年に宇宙
地球科学教室となる（駒場 50年史編集委員会, 

2001）。
　北海道大学教養部の前身である北海道帝大予科
の地学関係学科名称は，「地質及鉱物学」から「博
物科」と変更した末，1946年 4月には「地学科」
となり，「教養学科」の地学へと移行した。ここ
に北大予科の地鉱から移った石橋正夫と橋本誠二
がおり，さらに小林英夫，成田英吉，松井　愈，
北川芳男らへと受け継がれた（北海道大学教養部
三十年史編集出版委員会, 1979）。
　以上の二つの例以外は，概して，旧制高校やそ
れに相当する学校を分校として抱える形で教養課
程を形成し，学内措置として「教養部」と称した。
たとえば京都大学の場合，第三高等学校から移行
し，地学教室に東中秀雄，人文地理学教室に藤岡
謙二郎がいて共に長く講義を担当した。文理学部
や学芸学部として教養課程を担当する場合もあっ
た。静岡大学では静岡高校から移行した文理学部
で望月勝海が地学講座をつくった。彼は教室の基
本方針として「郷土研究のインスチチュートたる
こと，これを充実して教育学部を応援すること，
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一般教養としての地学に力を入れること」を掲げ
ていた（望月, 1950, 52）。こうした状況が整理さ
れ一段落するのは，すでに述べたように，1960

年代の半ばから後半にかけての時期である。
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